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Ⅱ.経営戦略 
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 環 境（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）・ 社 会（Ｓｏｃｉａｌ） 

環境省「ＥＳＧ地域金融促進事業」に採択 TCFD提言への賛同表明 

２１年１０月表明 
ガバナンス 

々気候関連リスク々機会に関する取締役会の監視体制 

々サステナビリテゖ経営推進委員会による社会々環境 
   課題の審議 

戦 略 
々気候関連リスク々機会の特定 

々２℃シナリオなどによる影響分析 

リスク管理 々「持続可能な社会の実現に向けた投融資方針」の開示 

指標と目標 
々リスク々機会の指標選定及び目標策定 

々＜Ｏ２排出量削減目標の設定 

環境省が実施する 

令和３年度ＥＳＧ地域金融促進事業」の支援先機関として採択 

名  称 

概 要 

地域における上場メーカー々サプラ゗ヤーが一体と
なった＞ＳＧ／Ｓ＝Ｇｓの取組促進 

取引企業のネットワークを生かし、コンサルテゖング
機能を発揮することで、京都企業におけるサプラ゗
チェーン全体で＞ＳＧ／Ｓ＝Ｇｓの取り組みを促進
し、地域企業における競争力の維持々向上を図る。 

地域社会全体の ＳＤＧｓ・脱炭素化を促進 

 
 
 
 
 

京都総合 
経済研究所 々 

々 
々 

サプラ゗ヤー：１社 

サプラ゗ヤー：２社 

サプラ゗ヤー：３社 

々
々
々 

サプラ゗ヤー；１社 

々
々
々 

連携 本業支援 

ヒゕリング 
対応策策定 

上場メーカー々サプラ゗ヤー双方との 
取引関係がある強みを生かす 

当 行 

 
サステナブル 
ファイナンス 

目  標 

２０３０年度までに１兆円の 
           サステナブルフゔ゗ナンスを行う 

＜対象となる投融資＞ 
サステナビリテゖ々リンク々ローン、ボンド等のほか、 
Ｓ＝Ｇｓ私募債等、持続可能な社会の実現に貢献する投融資 

CO２ 

排出量 
削減目標 

当行グループの電気々ガス々ガソリン使用量から 
算出した＜Ｏ２排出量について、２０３０年度までに 
２０１３年度比▲５０％の削減を行う 

13,802  13,505  13,367  13,221  13,270  

11,086  

8,949  8,841  

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 30年度 
計画 

（ｔ） 13年度対比 
▲50％ 

地元企業 
（上場メーカー：社） 

地元企業 
（上場メーカー；社） 



ソーシャル 
ローン 

２〄持続可能な社会に向けた取り組み（２）（Ｓ＝Ｇｓ／＞ＳＧ） 
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顧客向けＳＤＧｓコンサルティング 
実 践 

発 信 

サステナブルローンの充実 ＳＤＧｓ 宣言サポート 

々 顧客向けセミナー 
      勉強会 

々＜Ｏ２排出量算定 

 

々マネジメントシステム規格導入 

々Ｓ；Ｔ策定支援 

々＜Ｏ２排出量削減  
々事業用廃棄物削減 

々対外向け宣言サービス 
々フゔ゗ナンス活用 

２１年１１月開始 

ＳＤＧｓ私募債 

■ １５年９月から寄付型私募債「未来にエール」取扱開始 

■ ２０年４月にＳ＝Ｇｓ私募債「未来にエール」にリニューゕル 

件 数 金 額 寄付金額 

「未来にエール」 ７６４件 約６３３億円 約８,１７７万円 

「医療にエール」 ９８件 約８３億円 約１,０６５万円 

  累 計 ８６２件 約７１６億円 約９,２４２万円 

Ｓ＝Ｇｓへの 
 取組状況 
 の整理 

① 
 Ｓ＝Ｇｓ 
 宣言書の 
 作成支援 

② ③ 

■ ２０年５月にＳ＝Ｇｓ私募債「医療にエール」取扱開始 

サステナビリテゖ 
々リンク々ローン 

グリーン 
ローン 

トランジション 
ローン 

21年下期 
追 加 

21年5月 
取扱開始 

ポジテゖブ々 
゗ンパクト々 
フゔ゗ナンス 

サステナビリテゖ 
ローン 

サステナビリテゖ々リンク々ローン 第１号 ２１年 ７月 

地銀５行によるシンジケーション方式の 
グリーンローンを組成 

２１年 ９月 

国内初 
フロンメーカー向けグリーンローン 

２１年 ９月 

ポジテゖブ々゗ンパクト々フゔ゗ナンス取組予定 ２１年度下期 

 環 境（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）・ 社 会（Ｓｏｃｉａｌ） 

課 題 抽 出 理   解 戦略策定 

Ｓ＝Ｇｓへの   
取り組み 
ＰＲ支援 

一貫したソリューションを提供 

※↑文言記載検討中 



３〄持続可能な社会に向けた取り組み（３）（Ｓ＝Ｇｓ／＞ＳＧ） 
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 社  会  （Ｓｏｃｉａｌ） 

創業・成長支援 

起業 
サポート 

フゔンド 
投資 

伴走 
支援 

ＩＰＯ 

「京銀未来フゔンド」投資先数（累計） 

一貫したコンサルテゖング 

■ 京都ｉ＜：Ｐとの連携による当行取引先と投資先の協業支援 

■ 独自フゔンド「京銀未来フゔンド３号」組成（予定） 

ビジネス 
モデル相談 

0

10

20

30

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

（先） ３５先、総額約１７億円 

（21年10月8日時点） 

※フゔンド数４２４社のうち「グローバル々ブレ゗ン8号フゔンド」リリース未。１１月以降。 

地域創生 

■２１年１月「京銀まちづくりフゔンド」設立  

     

■２１年３月「地域づくり京フゔンド」設立 

 まちづくり々地域づくりに関するフゔンド設立 

1号案件 
（21年10月） 

 投資先〆株式会社 中川住研 

 投資額〆２０百万円 

 概 要〆テレワーク可能な会員制宿泊付き 
     ワーケーション＆サテラ゗トオフゖス     
     ＆コワーキングスペース施設を建設 

      ※２号案件は１２月に公表予定 

 オール京都で連携々協力し、 
 地域の課題解決と活性化に貢献 

1号案件 
（21年1月） 

 投資先〆宇治観光まちづくり株式会社  

 投資額〆１０百万円  

 概 要〆 中宇治地域が抱える課題（空き家再生々 
    々利活用）解決のため、地域交流拠点と       
     しての機能やまちづくりに関するコンサル            
     テゖング機能を備えた拠点の整備事業       

 

うち、上場先数 

２７社 
  当行出資フゔンド 投資先数 ４２７先  

  当行出資フゔンド 投資総額 約５９億円 



４〄持続可能な社会に向けた取り組み（４）（Ｓ＝Ｇｓ／＞ＳＧ） 
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 社  会  （Ｓｏｃｉａｌ） 

人財戦略 新型コロナウイルス感染症への対応 

コロナサポートチームが 
対応したお客さまの課題 

 々組織横断的チームを本部に編成 

 々全取引先に対する課題ヒゕリングを推進 

■ 本業へのサポート 

■ 資金繰りサポート 

新型コロナウ゗ルス関連融資（21年9月末）  

  コロナ関連融資実行  ２１,２８２件 ／７,６０８億円 

  返済条件見直し実行   １,００１件 ／     ５４７億円 

４,７２０ 件 

（20年6月～21年9月） 

 お客さまに応じた課題解決と 
 具体的なビジネス機会の創出へ 

行員と銀行が共に成長 
し続ける組織づくりを展開 

々仕事の責任や役割を重視した新たな 
 給与体系を構築 

々若手行員の処遇水準引き上げ 

々プロフェッショナル（専門職）を創設 

々５５歳以上の行員の活躍推進 

人事制度 
（給与制度） 

々評価区分を細分化し、きめ細やかな 
   評価を実施 

々３６０度フゖードバック制度を導入 

々目標管理制度を再構築 

人事考課制度 

々柔軟な新しい働き方として、 
「セレクト勤務」（営業店） 
「フレックスタ゗ム制」（本部）を導入 

働 き 方 

全従業員の 
エンゲージメント 

向上 

全従業員の 
満足度向上 

約１７年ぶり 

人事制度を改定 

■ さらに充実した職場環境の整備 

女性主任・女性役席の推移  

女性役席  

女性主任  

コロナサポートチーム 発足（20年6月） 

176  

633  
49  

261  

0

500

07/3 21/9

（人） 

役席のうち女性の割合 

２０．４％ 

プラチナくるみん々えるぼし認定 

■ 女性活躍支援 



17年度 18年度 19年度 20年度 21年度上 
17年度 18年度 19年度 20年度 21年度上 
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 環境認識 

 ３つのデジタル化 

 業務・事務手続のデジタル化 

■地銀共同センターによるシステムの共同化 

勘定系 
システム 

融資統合
管理 

システム 

帳票事務
システム 

窓口 
システム 

非対面 
業務 

システム 

お客さまの 
デジタル化推進 

 業務・事務手続の 
 デジタル化 

生産性革新々従来型事務のない銀行 

デジタルコネクト 

2017年度 2020年度 

第6次中計 第7次中計 

「『対面』 と 『デジタル』 のベストミックス」 の進展 

■事務手続の非対面々タブレット化 

従来型 
  事務 

23年3月末 
 （目標）  30％ 

従来型事務 

従来型事務 
タブ 
レット  

非対面  

５〄デジタル戦略（１） 

21年3月末 

従来型事務 
２０％ 

タブレット 
３０％ 

非対面  
５０％ 

ゕプリ 
リモート事務 

集中処理  

【タブレット】 
口座開設受付比率 

【Ｗｅｂ】 
電子契約サービス割合 

04年1月～ 06年2月～ 21年8月～ 22年度～ 
（予定） 

21年10月～ 

顧客接点の変化 

3,425  

2,662  

2,000

2,500

3,000

3,500

17年度 18年度 19年度 20年度 

窓口来店客数 

（千人）  

95.5％が 
非対面 
（21.9） 

振  込 

WEB, 78.1% 

ATM, 17.5% 

支店, 4.5% 

28.5% 

79.0% 

12.9% 

45.5% 

20年度上 20年度下 21年度上 

タブレット 
受付比率 

9割超 
（21.9） 

ペーパー 
6.5% 

タブレット 
93.5% 

【Ｗｅｂ】 
投信販売件数 

インターネット割合 

証書貸付 

融資当貸 

51.3％ 

23.7％ 

 サービスの 
 デジタル化 

デジタル分野の 
課題解決型営業 

△22％ 



６〄デジタル戦略（２） 
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 サービスのデジタル化 

 お客さまのデジタル化推進 

々お客さまのニーズにあわせたソリューションの提供 

々デジタル分野での課題解決型営業 

 
 京銀 
 Big Advance 

（20年6月～） 

 

法 

人 

個 

人 

デジタルツールの利活用促進 → ニーズを捉えたコンサルティング力の向上へ 

 総合生活サービス 
                の展開 

■株式会社 BusinessTechと業務提携 

 デジタル々ＩＴ関連のコンサルテゖング支援ツール「ビジクル」導入 

              ～ 約５０社のＩＴ企業と連携 ～   

 
京銀ビジネス 
ポータルサ゗ト 
   （20年12月～） 

 

 
京銀Big Advance 

「海外ビジネス 
情報サ゗ト」開設   

  （21年6月） 

 

 
京銀ゕプリ々 
スマート通帳 

（17年3月～） 

 
 

京銀ゕプリ 
口座開設 

全店取扱開始 

（17年11月～） 

 

3,772  

2,564  

5,000 
（計画）  

7,500  

21/3 22/3 23/3（計画） 

（件） 

  総合ソリューション 
         の展開 

外部 
専門家 本部 

営業店 

連携 

課題把握 

優先順位決定 

導入支援 

Ｄ
Ｘ
支
援 

京銀Big Advance 登録件数 

上
期
実
績 

257  

300  

58  

115  

205  

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 

（計画） 

上
期
実
績 

住宅ローン 
Ｗ＞；完結 
手続き開始 
（22年春～） 

Ｗ＞；完結型 
カードローン 

取扱開始 

（20年10月～） 
 
「京銀ゕプリ」 
全面リニューゕル 

   （21年8月） 

 

京銀アプリ 登録件数 スマート通帳 口座数 

25  
60  

109  

200 
（計画）  

300  

'19/3 '20/3 '21/3 22/3 23/3 

（計画） 

々本業支援につながる 
 コンテンツ拡充 

々京銀ゕプリ上に 
 生活総合サービス 
 プラットフォーム構築 

（千件） 21年度ＫＰＩ 
23万件を達成 

（千件） 

上
期
実
績 

137 
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店舗運営の効率化とコンサルティング機能の充実に向けた店舗戦略 

顧客接点としての 拠点 は不可欠 

店舗運営の 
効率化 

コンサルテゖング 
機能の充実 

 〓外部環境 〓   

収益環境の
変化   

オンラ゗ン 
サービスの充実   

店舗維持コスト
への影響大   

事務手続きのための 

窓口利用頻度 
の減少   

顧客ニーズの 
多様化々高度化   

融資々事業承継々Ｍ＆： 
相続々海外展開 等   

拠点 １９７か所 

本支店々出張所 

 １７４か所 

専門拠点 
２３か所 

ローン営業部 

 １２か所 

法人オフゖス 

 ２か所 

移動店舗車 

 １移動店舗車 

海外駐在員事務所 

 ４か所 

相続々資産承継ご相談プラザ京都北 

 １か所 

法人 
コンサル 
テゖング 

京銀コンサルテゖングプラザ 

 １か所 

きぎょうサポートオフゖス 

 １か所 

京銀デジタルコネクト左京 

 １か所 

独立店舗 １６３か所 

オンラ゗ン店舗 ２か所 

店舗内店舗   ９か所（予定含む） 

 基本スタンス   

8  

23  

0

10

20

15/7 21/10

（拠点） 

 専門拠点を増強  

７〄店舗戦略（１）  
 

個人 
コンサル 
テゖング 



８〄店舗戦略（２） 

 地域マネジメント体制強化 

 機能特化による活動強化と効率性の両立 

 地域グループ営業体制 

地域の特性に応じた多様な営業体制 

 店舗内店舗 

１２グループ、３５店舗 

営業人員の 

戦略的配置 

マーケットに応じた 

拠点展開 

相続々資産承継ご相談プラザ 
京都北（21年7月開設） 

京銀デジタルコネクト左京 
（21年5月開設） 

法人オフゖス 
（20年9月開設） 

９店舗（予定含む）   

 ローン営業部体制 
の拡充 

１２ 拠点 

100

200

300

15/10 21/9

（人） 

ローン営業部開始 

住宅ローン 
営業人員 
約１３０人削減 

法人特化拠点 相続々資産承継特化拠点 デジタル拠点 

「相続・資産承継ご相談プラザ京都北」 
 相談先数（年換算） 

約 ９０先 開所前 

約 ２２０先 開所後 

「法人オフィス」新規融資先数 
      〒融資以外の成約件数 

１９６件 
21年9月 
（累計） 

【開所後１年】 

「京銀デジタルコネクト左京」 
 イベント開催回数 

７１ 回 
21年9月 
（累計） 

【開所後4か月】 

18 

京都府（亀岡市以南）、大阪府、 

滋賀県、奈良県、兵庫県の 

１４３支店 の営業エリア  
         をカバー 

 デジタルコネクト 
 イベント開催 

 

 
 
 
 

デジタルセミナー 
商談会等 開催 

中小企業 
への 

＝Ｘ支援 

地域の 
デジタル化 

推進 

営業効率 
向 上 



９〄法人総合コンサルテゖング 

19 

多様化・高度化する顧客ニーズに対して、営業店・本部が一体となり最適なソリューションを提供 

売上・集客 

30.0％ 

事業承継 

22.2％ 

新事業展開 
16.0％ 

経営改善々強化 
10.7％ 

人材 
8.5％ 

その他 
12.6％ 

コロナサポートチームが 
対応したお客さまの課題 

4,720 件 
（20年6月～21年9月） 

19 

20 

25 

28 

31 31 

34 

45 

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 

計画 

23/3 

計画 

法人ぐるみ収益 

 
（億円） 

上
期
実
績 

営業店 

々宣言サポート 

々サステナブル 
   フゔ゗ナンス 

Ｓ＝Ｇｓを切り口に 

々事業承継々Ｍ＆： 

々事業性評価 

々＝Ｘサポート 

々人材紹介 

々；＜Ｐ対策 

々ビジネスマッチング 

々海外サポート 

顧客ごとの踏み込み 

本部・グループ会社 

20,066  

18,028  
18,585  

19年度 20年度 21年度 22年度 

（先） 

事業メイン先数 

上
期
実
績 

中計目標 

10,000先 
（20/4～23/3） 

新規融資先数 
21年9月末 
（1年半経過） 

 5,532先 

21年9月末 
（1年半経過） 

 5,877先 

ビジネスマッチング 
商談設定件数 

Ｍ＆：成約支援先数 

中計目標 

10,000先 
（20/4～23/3） 

55.3％ 

58.7％ 

6  7  
5  

11  

17  

19年度上 19年度下 20年度上 20年度下 21年度上 

（先） 

中計目標 (22年度) 

20,000先  前倒し 



相続・ 
資産承継層 
 
 
 
 

１０〄個人総合コンサルテゖング 

ライフステージに沿ったコンサルティング営業 

資産形成層 

一人ひとりの顧客に応じた質の高いコンサルティングを展開 

 
 

資産活用層 

  富裕層・ 
  法人 
（オーナー） 

26 

126 

225 
292 

450 

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 

計画 

CFP取得者数の推移 
（人） 

「お客さまコンサルティング 
シート」作成件数 

21年9月末 
（1年半経過） 

 5,198先 

5,082  5,488  5,594  

1,067  
1,157  1,209  

6,151  
6,647  6,805  

7,250  

8,000  

20/3 21/3 21/9 22/3 
計画 

23/3 
計画 

預かり資産残高 

当行 京銀証券 

（億円） 

70,647  

75,710  
76,807  

80,620  

19/3 20/3 21/3 21/9

（先） 

遺言信託 保管中遺言件数（累計） 

中計目標 

10,000先 
（20/4～23/3） 

568  

1,621  1,890  2,148  

27,906  

40,232  
45,511  

49,439  

0

20,000

40,000

0

1,000

2,000

18年度 19年度 20年度 21年度 
上期 

月間振替額 

契約先数 
（百万円） （先） 

投信自動積立 ・外貨普通預金自動積立サービス 
月間振替額・契約先数 

51.9％ 

投資信託取引先数 

預かり資産収益 

42  

148  

219  

270  

0

19/3 20/3 21/3 21/9

々相続個別相談会を全エリゕ 
 で開催  等 

々京銀証券と連携した 
 私募仕組債の提案 

々新規開拓営業の強化 等 

々相続々贈与ニーズの取り込み 

々退職前後層向け保険新商品 

 の提案 等 

々京銀ゕプリの利用促進など 
 非対面チャネルの活用 等 

（件） 

20 

1,539  1,538  

1,255  

1,851  
1,926  

19年度上 19年度下 20年度上 20年度下 21年度上 

（百万円） 



１１〄市場運用 
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国内債券の償還再投資を行いつつ、株式投資信託・REITによる収益確保 

国内債券は国債や地方債中心に償還再投資 

外債は金利低下局面に米ドル建債券を売却 

投資信託は株式投資信託々REITの売買により収益を確保、および海外資産への分散投資を継続 

有価証券残高 有価証券評価損益 

利回りの推移 平均年限の推移 

18,055  17,801  16,790  16,638  

1,810  1,762  
1,734  1,734  

1,709  1,748  
1,775  1,607  

1,631  1,551  
1,797  1,981  

23,206  22,863  
22,096  21,961  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

19/3 20/3 21/3 21/9

投信・その他 外債 株式 国内債券 （億円） 

※評価損益除く 

4.0 

5.0 
5.4 

5.8 

2.4 2.5 
3.5 

3.0 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

19/3 20/3 21/3 21/9

円債 外債 
（年） 

内訳

国内債券 45 +11

株式 9,860 △156

外債 132 +48

その他 125 +27

合計 10,164 △67

評価損益 前期比（20/3比）

（億円） 

6.77  
7.98  

9.73  

11.57  

6

8

10

12

0.46 0.41 0.37 0.33 

1.24 1.30 1.38 1.51 

0

1

2

18年度 19年度 20年度 21年度 

（％） 

（計画） 



１２〄各金融機関との連携した取り組み 
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連携の枠組みを活用し、お客さまに付加価値の高いサービスを提供 

海外ソリューション 

システム・デジタル戦略 域内金融機関の連携 

提 

携 

内 

容 
 

々取引先の海外展開に関する資金の協調支援 等 

々取引先の海外展開にかかる本業支援 
    (ビジネスマッチングやセミナー々商談会の共同開催 

  を通じ、ネットワークやノウハウ等を相互利用) 

々取引先の海外展開支援にかかる情報交換および 
 海外拠点の相互活用 
 

 ■ 地銀共同センター参加行一体での 価値向上の取り組み 

システム領域 
の拡張 

非システム領域 
への取組拡大 

メールカーの共同運行（一部） 

々現金、手形々小切手等の 
   現物輸送 

々物件の本支店間の授受 

域内連携プラットフォーム 

   当行、滋賀銀行 
   京都信用金庫 
   京都中央信用金庫 
 京都北都信用金庫 

非競争分野での相互協力 

   ■ Ｍ＞Ｊ：Ｒ参加行 ５行とシステム領域で連携 

ＭＥＪ：Ｒ参加行（５行） 

  横浜、北陸、北海道、 

  七十七、東日本 
   

地銀共同センター参加行（１３行） 

「地銀共同センター・MEJAR 
 システム・ワーキンググループ（ＣＭＳ〓ＷＧ）」の立ち上げ 

共
同
研
究 

々勘定系システムの効率的運用 

々営業店窓口機器などの効率的な開発／調達 

々オンラ゗ンデータ提携基盤等のゕプリケーション相互利用 等 

メールカー運行数減少により 

排出ガスの削減 

第一弾 

ランニングコストの削減 

京都、千葉興業、岩手、池田泉州、 
愛知、福井、青森、秋田、四国、鳥取、 
西日本シテゖ、大分、山陰合同 

システム領域 
 

共同化 
構想 

97年～ 

海外ビジネス分野 

業務提携 

勘定系 
システム 

04年1月～ 

融資統合 
管理システム 

06年2月～ 

帳票事務 
システム 

21年8月～ 

非対面業務 
システム 

21年10月～ 

窓口 
システム 

22年度～ 

地方創生 

事務共同化 

事業承継々 
ビジネス 
マッチング 

さらなる共同化 
範囲の拡大 

提携強化 
・ 

事例共有 

人材育成 


